火薬類取締法の建設用びょう打ち銃用空包に係る譲受許可実務

の取扱いについて

建設用びょう打ち銃用空砲は、許可を要しない範囲内で消費が行われることが多いところ、消費許可を伴わない譲受許可のみの申請となる場合については、保安確保の観点から消費履歴の追跡を可能とするため、次のとおり取り扱うこととする。
＜譲受許可(許可を要しない消費)＞
１．申請者の住所地が府内の場合⇒申請者の住所地を管轄する市町村

・申請者の住所地が「府内」で、許可を要しない範囲内で消費をする場合、権限移譲後では、行政区域が市町村の単位となり、申請場所は申請者の住所地を管轄する市町村とする。

・申請者は、申請書の「消費に関する事項」として、譲受期間中に大阪府内で予定している消費場所(住所、工事現場名)を全て記載するものとし、許可条件は、現行どおり「大阪府内」での消費に限ることとする。許可を行った市町村は、当該消費場所を管轄する市町村に許可証の写しを送付するものとする。
・譲受許可証の返納を受けた市町村は、許可証の裏面に記載された譲受実績の写しを、許可証の写しを送付した市町村に送付するものとする。
２．申請者の住所地が府外の場合⇒申請書の消費に関する事項に記載の場所を管轄する市町村

　・申請者の住所地が「府外」で、府内で許可を要しない範囲内で消費をする場合、申請場所は、申請書の「消費に関する事項」に記載の場所を管轄する市町村とする。
　・その他取扱いは、上記１と同様とする。

<申請窓口等>
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	現行
	申請者の住所地を管轄する大阪府

（但し、申請者の住所地が府外の場合は、申請書の消費に関する事項に記載の場所を管轄する大阪府）
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移譲後
	申請者の住所地を管轄する市町村

（但し、申請者の住所地が府外の場合は、申請書の消費に関する事項に記載の場所を管轄する市町村）
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※(注)建設用びょう打ち銃用空包

	建設用びょう打ち銃は、空包の火薬の燃焼ガス等により、びょうをコンクリート・鋼板等に打ち込む、主として建設の用に供する銃で、銃砲刀剣類所持等取締法による規制の対象とされている。その使用する空包は、火薬類取締法で定める火工品の一種となる。


(参　考)

○譲受許可申請書の提出先

	・火薬類取締法施行規則第36条

「法第17条第1項の規定による火薬類の譲受の許可を受けようとする者は、様式第十の火薬類譲受許可申請書をその住所を管轄する都道府県知事(その譲り受ける火薬類の消費地(消費地が２以上あるときは、その主たる消費地)が特定しており、かつ、その消費地を管轄する都道府県知事があるときは、その都道府県知事)に提出しなければならない。」


○無許可消費の数量

	・火薬類取締法施行規則第49条

「法第25条第1項ただし書の規定により許可を受けないで消費することのできる火薬類の用途及び数量は、次の各号によるものとする。
第8号「建築若しくは建設の工事、土木工事又は工業の用に供するために消費する場合には、同一の消費地において1日につき建設用びょう打ち銃用空包200個(その原料をなす火薬又は爆薬0.4グラム以下のものにあっては、400個)以下、コンクリート破砕器150個以下、…」


